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特 記 仕 様 書 

運営体制 

１．人員配置（専門職種の配置）  

次の（１）から（３）までの資格を有する者（以下「３職種」という。）で

あって、常勤専従の職員を１名ずつ配置すること。さらに、いずれかの職

員を管理者とすること。 

（１）保健師またはこれに準ずる者 １名 

（これに準ずる者とは、地域ケア、地域保健等に関する相談業務の

経験年数が１年以上ある看護師を指す。） 

（２）社会福祉士またはこれに準ずる者 １名 

（これに準ずる者とは、福祉事務所の現業員等の業務経験が５年以

上または介護支援専門員の業務経験が３年以上あり、かつ、高齢者

の保健福祉に関する相談援助業務に３年以上従事した経験を有する

者を指す。） 

（３）主任介護支援専門員またはこれに準ずる者 １名 

（これに準ずる者とは、ケアマネジメントリーダー研修を修了し、

かつ、介護支援専門員の相談対応や地域の介護支援専門員への支援

等に関する知識及び能力を有している者を指す。） 

 

２．施設・設備  

担当圏域内に、高齢者の利用に配慮した上で、次の（１）から（５）まで

の基準をすべて満たす事業所を設置すること。 

（１）運営に必要な事務室（市が貸出する介護保険業務支援システム等操

作用ノートパソコン及びプリンターを配置するスペースを確保する

こと）及び相談室（相談室はパーティションにより設置することも

可能だが、相談者のプライバシーに配慮した形態とすること）を有

すること 

（２）業務に必要なパソコン、電話、ファクシミリを設置すること 

（３）インターネット接続（光回線）が可能な環境を整備すること 

（４）個人情報を含む文書等を保管するための施錠できる文書保管庫を用

意すること 

（５）センターを開設する建物等の不動産については、建築基準法その他

法令等を遵守していること 



 

2 

 

３．営業日、営業時間及び緊急時連絡体制 

(１)営業日：月曜～土曜（祝日及び１２月２９日から翌年１月３日を除く） 

(２)営業時間：午前８時３０分～午後５時３０分 

(３)緊急時連絡体制：職員に緊急に連絡がとれる体制を整備しておく 

※上記で指定した営業日以外でさらに業務を行うことは妨げない 

 

 

業務内容 

介護予防・日常生活支援総合事業 

1 介護予防・生活支援サービス事業 

（１） 介護予防ケアマネジメント事業 

介護保険法第１１５条の４５第１項第２号に基づく介護予防ケアマネ

ジメントを実施する。 

 

 ２ 一般介護予防事業 

  （１）介護予防普及啓発事業 

   ①認知症予防啓発事業の実施 

    ・認知症予防啓発教室の実施 

      原則、当該圏域在住の者を対象とし、本事業に適した場所におい

て年１回以上、９０分／回程度、認知症予防又は認知症啓発に資す

る教室を実施する。 

      実施後、翌月１０日までに事業実施報告書（データ）を発注者に

提出する。 

    ・認知症が疑われる方への対応 

      面談の上、必要と思われる者に認知症簡易チェックリスト等を活

用し、適切な機関、制度、サービスに繋ぐなどの対応をする。 

    ・認知症に関するパンフレット等の作成・配布 

      認知症の基本的な知識を普及啓発するため、必要に応じてパンフ

レット等の作成や配布を行う。 

    ・タブレット端末などを活用した介護予防対象者の把握と認知症予防

啓発 

      介護予防事業や各種イベント会場で、発注者が貸し出すタブレッ

ト端末（認知症スクリーニング検査）を活用するなどの方法により、
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認知症の早期発見と早期受診につなげる。 

 

   ②その他の介護予防普及啓発事業 

・介護予防教室の実施 

      原則、当該圏域在住の者を対象とし、本事業に適した場所におい

て年１回以上、介護予防教室を実施する。 

      実施後、翌月１０日までに事業実施報告書（データ）を発注者に

提出する。 

・その他の介護予防普及啓発の実施 

      介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するため、必要に応じ

てパンフレット等の作成や配布を行う。 

 

③介護予防普及啓発管理 

①②の普及啓発事業の結果集計・対策・改善を実施する。 

 

  （２）地域介護予防活動支援事業 

①地域介護予防活動支援事業（通いの場） 

・通いの場の立ち上げ支援 

   地域住民から通いの場を立ち上げたい旨の相談があった場合は、 

必要な支援をする。支援内容は、支援報告書データに記録し、支援

状況を管理する。 

・通いの場に対する講座（ステップアップ情報交換会）の実施 

   アッピー元気体操を実施している通いの場に対して、通いの場の

団体同士の交流及び団体の活動内容の質の向上を目的に講座（ステ

ップアップ情報交換会）を年１回、１２０分／回程度を実施する 

 なお、講座内容、講師及び場所は発注者が指示または手配する。 

 実施後、事業実施報告書を発注者に提出する。 

・通いの場への相談支援 

   通いの場の活動に関する悩みごと等の相談窓口となり、必要な助

言や支援等を行う。 

・通いの場への参加希望者の調整 

   地域住民から、通いの場に参加したい旨の相談があった場合には、

圏域内にある通いの場の団体代表者に連絡をとる等、調整をする 

・通いの場への講師派遣の調整 

   通いの場の団体から「出張はつらつ（専門職を講師に呼んで講座

を開く）」の講師派遣依頼があった場合は、発注者が指示する「出

張はつらつ申込状況リスト」に入力し、発注者が予め示す専門職一
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覧を参考に専門職の派遣を調整する。 

派遣完了後、事業実施報告書（データ）を発注者に提出する。 

・貸出し備品の確認 

   発注者が通いの場に貸し出している備品について、通いの場に年

１回の所在確認をする。 

 

②地域介護予防活動支援事業（地域の実情に応じた介護予防） 

・地域の実情に応じた地域介護予防の支援 

   通いの場の団体数や実施会場の多寡など、圏域ごとに状況が異な

ることを踏まえ、担当圏域の実情に応じた地域介護予防の活動（感

染症の流行等を理由に活動休止した団体の活動再開を支援するなど）

を実施する。 

   実施後、事業実施報告書（データ）を提出する。 

 

   ③通所型認知症予防事業 

    ・みのり倶楽部の実施 

      認知症予防のための教室を「みのり倶楽部」の呼称で実施する。

みのり倶楽部は、原則当該圏域在住の者を対象とし、簡単な読み書

きや計算、軽体操、歌、昔語りやレクリエーションなどを通じて脳

の活性化を促し、認知症予防に資する活動を行う。 

    ・みのり倶楽部の実施回数 

      本事業に適した場所において１０月から年度末までに、全２０回、

６０分／回程度を実施する。 

      実施後、翌月１０日までに事業実施報告書（データ）を発注者に

提出する。 

    ・参加者数に応じた実施 

      参加者数に応じた準備をして実施する。（発注者は、契約時に定

めた金額を上限に、参加者数の実績に応じた費用を支払う） 

 

包括的支援事業 

 

 ３ 地域包括支援センターの運営事業 

  （１）総合相談支援・権利擁護・包括的継続的ケアマネジメント事業 

   ①総合相談支援業務 

    ・介護や生活等総合相談業務の実施 

      当該圏域内に居住する高齢者に関するさまざまな相談を受け止め、
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適切な機関・制度・サービスに繋ぎ、継続的に支援する。 

    ・総合相談支援の記録 

      総合相談支援を実施した場合は、介護保険業務支援システム上の

支援経過に相談内容を記録すること。その他の文書等の保存につい

ては、電子データまたは紙媒体にて当該対象者の記録をした最終日

から５年間保存する。また、発注者から提示を求められた場合は、

速やかに提示する。 

    ・介護保険申請代行 

      介護保険被保険者に係る介護保険申請代行を該当者より求められ

た場合、速やかに実施する。 

    ・自立支援（在宅生活の支援） 

      担当圏域内の高齢者から配食サービス、徘徊探索機及び緊急通報

システムなどの利用希望があった場合、利用者調整を行う。 

    ・在宅医療・介護連携の推進 

発注者が発行するわたしノート（医療・介護連携ノート）の周

知・配布に努める。 

・高齢者の実態把握、単身高齢者世帯及び高齢者のみ世帯への関わり 

      担当圏域内において支援が必要な世帯（孤立している要介護（支

援）者のいる世帯、介護を含めた重層的な課題を抱えている世帯な

ど）を把握し、その高齢者や家族を必要な支援に繋げるよう努める。

併せて、発注者が提示する６５歳以上単身高齢者及び７５歳以上高

齢者のみ世帯に対して、訪問や関係者聞き取りなどによる情報収集

を行い実態の把握に努める。 

 なお、必要に応じて発注者にも情報提供を依頼することができる。 

 

   ②権利擁護 

    ・高齢者の権利侵害に対する擁護業務 

      当該圏域に居住する高齢者に関して、虐待等、高齢者が身体・生

命に関する権利を侵害されるまたは恐れのある事例について、関係

機関等と協力のもと、適切に対応する。 

    ・権利擁護記録 

      権利擁護業務を実施した場合は、介護保険業務支援システム上の

支援経過に相談内容等を記録すること。その他の文書等の保存につ

いては、電子データまたは紙媒体にて当該対象者の記録をした最終

日から５年間保存する。また、発注者から提示を求められた場合は、

速やかに提示する 

    ・高齢者虐待対応専門職会議への出席 
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      発注者が奇数月第２水曜日に開催する高齢者虐待対応専門職会議

にやむを得ない場合を除き、出席する。 

    ・虐待防止活動 

      受注者は、虐待防止活動について、「上尾市高齢者虐待対応マニ

ュアル（市の指定する様式）」に則って実施する。なお、発注者と

受注者の対応関係については、「虐待対応関係表（市の指定する様

式）」に則る。 

    ・消費者被害に関する相談・注意喚起 

      消費者被害に関する相談や、パンフレット等による注意喚起に努

める。 

    ・成年後見制度の利用促進 

      成年後見制度の周知に努め、一次相談窓口として成年後見制度の

利用が必要と思われる者を支援する。成年後見制度の利用支援につ

いては、関係機関と協力しながら対応を行う。また、成年後見セン

ターが主催する地域連携ネットワーク会議に参加するなど、関係機

関との連携やネットワークの構築に努める。 

 

   ③包括的・継続的ケアマネジメント支援 

    ・介護支援専門員の相談・支援 

      当該圏域に居住する対象者を担当する介護支援専門員への相談・

支援を実施する。 

    ・地域包括支援センター連絡会議への参加 

      発注者が毎月第３木曜日（会場の予約状況等により第３木曜日に

開催できない場合は、振り替えた日）に開催する地域包括支援セン

ター連絡会議に１名以上出席する。 

    ・事例検討会の開催 

      発注者が指定した日時・場所において、５つのセンター（①上尾

東、上尾南、原市南、原市北、上平②上尾西、平方、大石東、大石

西、大谷）が合同で事例検討会を開催する（それぞれ年１回）。ケ

アマネジメント力の向上を目的に実施するものであり、参加者は事

例に応じたものとする。 

    ・圏域内における地域のネットワーク会議等への参加 

      圏域内の民生委員・児童委員協議会各地区定例会、社会福祉協議

会支部会議等に必要に応じ出席して情報提供を行うなどし、地域と

の連携を図る。 

    ・見守りネットワーク会議への参加 

      見守りネットワークに関する会議があった場合、必要に応じて参
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加し、地域との連携を図る。 

    ・地域ケア会議の開催及び参加 

      個別地域ケア会議及び第２層地域ケア会議を開催又は参加し、地

域の関係者との支援ネットワーク構築を図るとともに、地域包括ケ

アシステムの構築を推進する。 

 

   ④地域包括支援センターの運営に関する管理 

    ・地域包括支援センターの運営管理 

      消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、光熱水費、燃料費、その他

の諸経費について、地域包括支援センターを管理する上で必要な費

用を積算する。 

 

   ⑤研修負担金 

    ・研修への参加 

      業務を遂行する上で必要と認められる研修については、積極的に

参加する。特に、一般財団法人長寿社会開発センター主催の研修に

参加することが望ましい。 

 

⑥オンライン会議環境の整備 

発注者が指定するビデオ・web 会議アプリケーションソフトの有

料アカウントを購入し、オンライン会議が行える環境を整備する。 

 

  （２）包括的支援事業の減算の特例 

人員配置（専門職の配置）において、２月を超える期間に渡り欠員

を生じた場合、「（１）総合相談支援・権利擁護・包括的継続的ケアマ

ネジメント事業」における委託料について、次の計算式で減算額を求

め、地域包括支援センター運営等協議会に諮った上で、第４四半期の

請求時に精算する（計算した額に小数点以下の額が出た場合は、小数

点第一位以下を切り捨てる。）ものとする。 

ただし、地域包括支援センター運営等協議会にて、特別な事情があ

ると認められたときは、この限りではない。 

［委託料（包括的支援事業人件費）／（３職種の配置人数×12 ヵ月）］×

欠員人数×（欠員月数－2）  

欠員月数は暦に従って計算し、1月に満たない時は 1月とし、1月に

満たない端数を生じたときは切り捨てる。 
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 ４ 社会保障充実分 

  （１）認知症総合支援事業 

   ①認知症カフェ（オレンジカフェ）の実施 

    ・認知症カフェ（オレンジカフェ）の実施 

      認知症になっても住み慣れた地域で安心して尊厳のあるその人ら

しい生活を継続することができ、また、認知症の人の家族の介護負

担の軽減を図ることを目的とし、認知症の人とその家族、地域住民、

専門職等の誰もが参加できる認知症カフェを開設し、運営する。 

      開催は、原則、月１回、１時間／回程度（参加人数に応じ、２部

制を行う）の実施とする。 

    ・職員配置 

認知症カフェ（オレンジカフェ）の運営には、地域包括支援センタ

ーの職員を１名以上配置する。 

    ・名称の限定 

      認知症カフェ（オレンジカフェ）の名称は、受注者で決定するこ

とができるが、名称の副題は、「○○○～オレンジカフェ～」のよ

うに、「オレンジカフェ」という文言を用いる。 

・認知症カフェ（オレンジカフェ）の実施場所 

      地域住民等が気軽に集いやすく、受注者が適切な業務運営が確保

できると認められる場所で、プライバシーに配慮したスペースを確

保できる場所において実施する。       

    ・認知症カフェ（オレンジカフェ）の周知 

      認知症カフェ（オレンジカフェ）の開催中は、案内掲示や看板等

を設置し、開催していることを周知する。 

    ・認知症カフェ（オレンジカフェ）の企画 

      認知症カフェ（オレンジカフェ）の内容は「認知症の人が自ら活

動し、楽しめる内容」、「利用者相互の交流や情報交換ができる」、

「利用者からの相談に応じ、医療、介護、福祉等の情報提供や適切

な支援」を念頭に、受注者が企画する。 

      地域包括支援センター、介護サービス事業所、地域関係者等と連

携を図り、地域に開かれた場となるようにし、地域住民が、認知症

の人とその家族と出会う場となり、認知症についての正しい理解を

深められる場となるよう努めるものとする。 

    ・利用料金 

      利用料金は原則、無料とする。ただし、飲食費その他の費用実費

相当額は利用者から徴収することができるが、その際は事前に発注

者と協議する。 
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    ・提出書類 

      年度で初回の認知症カフェ（オレンジカフェ）の実施日までに、

認知症カフェ運営事業実施計画書（データ）を発注者に提出する。

また各回実施後、翌月１０日までに事業実施報告書（データ）を発

注者に提出する。 

    ・年度内において実施回数が１０回を超えなかった場合は、委託料か

ら次の計算式で減算する。 

     ［委託料／１２×（１２－実施回数）］ 

 

②チームオレンジ支援事業 

・認知症地域支援推進員の配置 

 認知症の人ができる限り住み慣れた環境で暮らし続けることがで

きるように、地域の実情に応じて医療機関、介護サービス事業所や

地域の支援機関をつなぐ連携支援、認知症の人やそのご家族への支

援・相談業務等を行う職員を 1名以上配置する（オレンジコーディ

ネーターとの兼務可）。 

・認知症地域支援推進員会議への出席 

 発注者が５月、７月、９月、１２月、２月第２火曜日に開催する

認知症地域支援推進員会議に出席する。 

・オレンジコーディネーターの配置 

 チームオレンジの立ち上げや運営に対する支援等を行う職員を 

1 名以上配置する（認知症地域支援推進員との兼務可）。 

・認知症の当事者及び家族のニーズ把握 

 認知症の当事者及び家族との関わりの中でニーズを把握し、チー

ムオレンジの立ち上げ支援や相談支援に活かす。 

・チームオレンジの立ち上げ支援 

 チームオレンジの立ち上げを希望する団体や個人がいた場合、目

的や活動内容の選定や団体運営に関する助言、関係機関との連絡調

整などの支援を行なう。 

・チームオレンジへの相談支援 

 担当圏域に拠点のあるチームオレンジから活動や運営について相

談のあった際は、必要な助言や支援を行なう。また、団体から広報

や周知の依頼があった場合は出来る限り協力する。 

 

（２）自立支援型地域ケア会議事業 

    ・自立支援型地域ケア会議の実施 

      受注者は、自立支援型地域ケア会議を開催し、地域の関係者との
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支援ネットワーク構築を図るとともに、地域包括ケアシステムの構

築を推進する。 

    ・開催回数 

受注者は、契約期間内に 1回（最多 2回まで）、自立支援型地域ケ

ア会議を開催する。なお、他の地域包括支援センターと協力し、複

数圏域で共催してもよい。 

    ・検討事例数 

自立支援型地域ケア会議において検討する事例数は開催回数以上

の事例数とする。（複数圏域で開催する場合は１包括１事例以上とす

る。） 

    ・専門職派遣 

受注者は、自立支援型地域ケア会議において、必要な助言を得る

ため発注者が示した専門職を参酌して出席を要請する。 

    ・専門職への謝礼支払い 

受注者は、自立支援型地域ケア会議に出席した専門職に対して謝

礼を支払う。 

    ・実施報告書の提出 

受注者は、自立支援型地域ケア会議終了後、当該会議の議事録を

添付して事業実施報告書（データ）を発注者に提出する。 

    ・モニタリングの報告 

      受注者は自立支援型地域ケア会議終了後から 6か月の間、事例提

供者に当該事例についてのモニタリング実施を求めること。 

 当該モニタリングの終了後、モニタリング報告書を翌月までに発

注者に提出する。なお、前年度に開始したモニタリングの終了が当

該年度にある場合も同様とする。 

 

任意事業 

  

５ 家族介護支援事業 

  （１）家族介護支援事業 

   ①家族介護教室の実施 

・教室の内容 

      原則、当該圏域在住の者を対象とし、本事業に適した場所におい

て、年１回以上、９０分／回程度、在宅で介護をする家族等に対し

て介護知識・技術の伝達や介護サービスの利用方法、介護者ネット

ワークの紹介、虐待防止に関する教育等を行う教室を開催する。参
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加人数は会場の定員数に応じ変更を行う。 

      実施後、翌月１０日までに、事業実施報告書（データ）を発注者

に提出する。     

   ②介護家族会 

    ・介護家族会の実施 

     介護家族会は、市内で毎月 1回（９０分／回程度）、在宅で介護を

する家族等を対象に、発注者が指定した日時及び場所で、市内のいず

れかの地域包括支援センターが実施している。なお、実施する地域包

括支援センターは輪番制としており、１～２回／年担当する。 

 実施後、翌月１０日までに、事業実施報告書（データ）を発注者に

提出する。 

 

その他管理体制等 

 

１ 安全管理 

・受注者は、本契約書に記載する事業において、参加者・利用者の安全を

十分に考慮し、安全管理体制を整えるとともに、事故発生時は救急要請

等、速やかに必要な対応をする。また、事故発生時には、速やかに発注

者に報告をする。 

・飲食を提供する場合は、衛生管理に特に注意するものとし、万が一食中

毒等が発生した場合は、発注者及び鴻巣保健所に速やかに報告するとと

もに、適切な対応をする。 

・利用者に対するサービスの提供時に、受注者の責めに帰すべき事由によ

り事故が発生した場合は、民法の規定により利用者に対して損害賠償等

を行い、その経過及び結果を速やかに発注者に書面で報告する。 

  

 ２ 体制管理 

・受注者は、当該事業を新規に受注する際は、従事者について、「地域包括

支援センター事務従事者届出書（発注者の指定する様式）」と事業に従事

するために必要な資格を証する書類の写し、履歴書等を添付して、発注

者に提出する。また、事務従事者、地域包括支援センターの所在地等に

変更があった場合は、「地域包括支援センター変更届出書（発注者の指定

する様式）」を発注者に提出する。 

・受注者は「上尾市が委託した地域支援事業に係る受託法人の事業計画書

（発注者の指定する様式）」、「上尾市が委託した地域支援事業に係る受託
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法人の収支予算書（発注者の指定する様式）」を発注者に提出する。 

・受注者は「上尾市が委託した地域支援事業に係る受託法人の収支決算書」

（発注者の指定する様式）を発注者に提出する。 

・受注者は、業務にあたり、身だしなみ・接遇に留意し、従事している間

は名札を着用する。 

・受注者は、公正で中立性の高い業務運営を実施し、利用者に対して販売

行為や特定の施設の宣伝、紹介等の営業活動またはそれらに準ずる行為、

宗教への勧誘等をしてはならない。 

  

３ 委託料の支払い 

  ・介護予防ケアマネジメント事業については、市の定める介護報酬の単価

に介護予防ケアマネジメント件数を乗じた額とする。発注者が審査支払

業務を委託している埼玉県国民健康保険団体連合会に請求するものとす

る。支払いについては、同連合会が定めるスケジュールに則って行うも

のとする。 

・受注者は、本特記仕様書に定める事業が終わるごとに事業実施報告書

（データ）を提出し、発注者に業務履行の確認を受けるものとする。  

・支払いは、「委託料支払い管理表」（発注者の指定する様式）のとおりと

し、受注者は、四半期ごとに委託料の支払請求書を発注者に提出する。 

・発注者は、業務履行の確認後受注者からの支払請求書に基づき、委託料

を支払うものとする。 

・支払額は、固定分については四半期ごとに、契約額を四半期で案分した

額とし、端数が出た場合は第４四半期で調整するものとする。なお、実

績に応じて支払う変動分（通所型認知症予防事業における参加者人数実

績の変動分、認知症カフェ事業、自立支援型地域ケア会議事業）につい

ては、第４四半期に支払う。 

 

  ４ 災害及び感染症流行等の緊急時対応 

   災害が発生し甚大な被害が生じた場合、感染症等が流行した場合等で、

事業の実施に著しい支障が生じた緊急時には、発注者と受注者で協議した

うえで、要援護高齢者への安否確認等の適切な支援を連携して行う。 

   なお、感染症の流行により、通常の事業実施が難しい場合は、原則とし

て感染予防対策を講じた上での訪問、対面、郵送、電話、動画、オンライ

ンツール等による非接触型での実施を検討する。 

   また、緊急時等の受注者の責めに負わない事由で事業が実施できなかっ

た場合は、発注者と受注者で人工および委託料について協議する。 
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５ その他 

  ・各項目の、「翌月１０日までに」との記載は、３月実施分については、

「３月末まで」と読み替える。 

  ・当該年度で受託を終了する場合、地域包括支援センターの業務が翌年度

も滞りなく実施されるよう、新規に受注する者に引継ぎを行う。また、発

注者や本業務を新規に受注するものに対し可能な限り協力するものとする。

なお、受注終了に伴う撤去費用等は受注者が負担するものとする。 

  

６ 定めのない事項 

   受注者は、契約書及び本特記仕様書に定めるもののほか、「上尾市地域

包括支援センター運営方針」に従い、契約を履行するものとし、定めのな

い事項については、発注者と受注者が協議して定め、仕様に変更が生じた

場合は変更契約を結ぶものとする。 

 

 


